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北見工業大学は「人を育て、科学技術を広め、地域に輝き、未来を拓く」を理念に掲げ、高度化・複雑化している科学
技術の急速な進展の中で、「個々の専門分野についての基盤的な技術、知識を有するのみならず、学際領域や新しい分
野の開拓にも柔軟に対応できる能力を持ち、自然と調和した科学技術の発展と国際社会への対応を念頭においた技術開
発を行い得る人材を養成する」ことを使命としている。このことをもって、本学は地域社会の発展はもとより、国家・
国際社会の安全と平和および文化の進展に貢献する。

北見工業大学の理念と使命

北見工業大学の基本目標
○向学心を喚起し、創造性を育み、将来の夢を拓く教育
○個性に輝き、知の世紀をリードし、地域特色のある研究
○地域のニーズに応え、地域をリードし、地域の発展に貢献
○国際的視野を踏まえた教育研究、学生・教職員の国際化を推進

北見工業大学の概要
令和元年5月1日現在

○所在地
北海道北見市公園町165 番地

○役員の状況
学長 鈴木聡一郎（平成30 年4 月1 日～令和4 年3 月31 日）
理事数 3 人（うち非常勤1 人)
監事数 2 人（非常勤）

○学部等の構成
学部 学科

工学部
地球環境工学科
地域未来デザイン工学科

研究科 課程 専攻

大学院工学研究科

博士前期課程

機械工学専攻
社会環境工学専攻
電気電子工学専攻
情報システム工学専攻
バイオ環境化学専攻
マテリアル工学専攻
各専攻共通

博士後期課程

生産基盤工学専攻
寒冷地・環境・エネルギー工学専攻
医療工学専攻
各専攻共通

○学生数及び教職員数
学生数
・学部学生 1,769人（うち留学生42人）
・大学院生 292人（うち留学生30人）

教職員数
・教員 143人（うち常勤137人、非常勤6人）
・職員 146人（うち常勤 96人、非常勤50人）
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第3期中期目標期間における
重点的取組（取組構想）
ミッションの再定義を踏まえ、「自然と調和したテクノロジーの発展」を引き続き理念としつつ、地

球環境やエネルギー問題等の解決及び地域創生を、本学が総力を結集して担うべき最優先使命と位置づ
け、学長のリーダーシップの下、使命遂行に合わせた教育研究の個性化・機能強化に取り組む。この取
組を担保するため、学長のガバナンス支援機能の強化を図るとともに、本学の学内資源を最適化するよ
うに再編・再配分し、抜本的な組織改革を実施する。また、重点研究分野の推進、地域活性化への貢献、
研究フィールドの実践的な教育への活用等により、地域に学びグローバルに貢献できる工学技術者を育
成する。

戦略１
北見工業大学は、我が国最北の寒冷地域にある工科系単科大学として全国から学生を受け入れて

おり、気候変動に関するフィールド研究や、オホーツク地域に適したエネルギーシステムの構築を
目指した研究を推進している。また、北海道周辺の表層型ガスハイドレートにいち早く着目し、将
来のエネルギー資源としての活用を目指した研究を推進している。これらの特色ある研究をこの地
に学ぶ学生に対し、実践的な教育の場として提供し、本学においてしかできない特色ある教育をす
ることにより、その糧を活用し地域社会で活躍できる人材の輩出はもとより、広い視野をもってグ
ローバルに展開できる技術者の輩出が可能となる。そのモデル事業として、平成２６年度から「表
層ガスハイドレートフィールド調査を活用した教育研究実習プログラム推進事業」を実施しており、
参加学生の数と評価は向上している。第３期中期目標期間には、他のフィールド調査研究のプログ
ラムに加え、本学ならではの魅力ある環境やエネルギー及び地域に根ざしたカリキュラムを構築す
る。それらの取り組みを効率的かつ効果的に実施するためには、研究分野の垣根を越えた教員間の
連携に加えて関連分野に対する人的資源の選択と集中が重要となる。その目的達成のための手段と
して、工学部・大学院(博士前期課程)を、6学科・6専攻から地域貢献と地球環境に重点を置いた2
学科・2専攻に改組する。また、現在進められている「入試改革」への対応を含め、新組織に対応
した入学者選抜方法を構築する。

戦略１を達成するための取組
取組１：表層ガスハイドレートフィールド調査を活用した教育研究実習プログラム推進事業

（平成28年度～平成30年度）

取組２：地球環境の保全と持続可能な利用に関する教育研究推進事業
（平成30年度～令和3年度）

取組３：学士課程・大学院博士前期課程の組織整備事業
（平成29年度～令和2年度）

取組４：多様な能力を多元的に評価する入学者選抜方法の構築
（平成29年度～令和2年度）

取組５：学士課程・大学院博士前期課程の組織整備事業（組織整備）
（平成29年度～令和3年度）
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戦略２を達成するための取組

本学が立地するオホーツク地域は「寒冷地域」に属し、豊かな自然環境に恵まれ、一次産業を基
盤としている。本学では、【戦略1】で述べた環境・エネルギー領域においてこれまでに特色ある
研究を推進してきている。その一方で、オホーツク地域に立地する唯一の工科系単科大学として、
地域産業活性化の観点から、一次産業に積極的に関与することを研究の一つの方向性とし、工学的
見地から一次産業のシステム化に貢献することに大学として総力を挙げて取り組むことを本学の重
要な戦略とした。この戦略に沿って、平成２６年度から「植物工場に関する工農連携事業」を実施
してきている。この事業をモデルとして、オホーツク地域の農業従事者との連携を強化する中で、
一次産業の機械化・自動化、ICTを活用した効率化を通した地方創生に向けた取組を実施するとと
もに、第３期中期目標期間には、さらに他の一次産業との連携を拡大し地域産業の特色ある発展と
高次産業化に貢献する。また、この地域は冬季の流氷の来襲や積雪寒冷の気候、広域分散型の都市
形成さらには極めて自然環境が豊かであるといった、他の地域とは大きく異なった特性を有し、こ
れらを背景とした自然災害が昨今頻発している。この地域の一次産業を始めとする地域産業の持続
的な発展に寄与するため、地域の実情に合った防災力向上のための研究を強化する。

戦略２

取組６：再生可能エネルギーを利用した寒冷地域適応型植物工場に関する工農連携事業
（平成28年度～平成30年度）

取組７：オホーツク地域の一次産業との連携による地域産業活性化・高度化事業
（平成29年度～令和3年度）

取組８：北海道・オホーツク地域の地域防災力向上事業（研究組織整備）
（令和2年度～令和3年度）

各取組による主な成果
・オホーツク地域の特色ある自然などを実践的な教育の場として活用し、地域の課題解決に貢
献できる人材の育成を図る授業科目群を「実践的教育プログラム」と定義づけ、「オホーツ
ク地域と環境」を必修科目として開講した。（平成29年度）

・工学部６学科を新たに「地球環境工学科」及び「地域未来デザイン工学科」の２学科８コー
スへ改組し、従前の伝統的な学科区分による学習から専門分野に偏らない柔軟で幅広い分野
の基礎的学習を可能とした。（平成29年度）

・大学院博士前期課程においては、学部教育で培われた「特定分野にとらわれない幅広い視野と
柔軟な思考力」を基盤に、高度専門能力を習得した工学系人材の育成を目的とし、現6専攻か
ら1専攻4専修プログラム制へ改組する。（令和3年度）

・令和 3 年度入試から総合型選抜（旧 AO 入試）として、「コース確定枠」、「第一次産業振
興枠」､「冬季スポーツ枠」を導入することとし、大学入学共通テストに対応した入学者選抜
方法と併せて概要を公表した。（平成30年度）

・本学の重点研究分野である強み・特色を生かした「冬季スポーツ科学研究推進センター」（平
成29年度）、「オホーツク農 林水産工学連携研究推進センター」（平成30年度）、「地域と
歩む防災研究センター」（令和元年度）を設置し、共同研究の獲得や地域貢献に関する取組を
活発に行い、研究成果を地域に還元している。
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本学のガバナンス体制
本学は、役員として、その長である学長、学長を補佐して法人の業務を掌理する理事３人及び法

人の業務を監査する監事２人を置き、法人の意思決定機関として、法人運営等の重要事項を審議す
る役員会、法人の経営に関する重要事項を審議する経営協議会、教育・研究に関する重要事項を審
議する教育研究評議会を置いている。
また、学長を中心とした組織運営体制を強化するため、学長の定める職務を補佐する副学長を4

人配置し、諸事案に対処している。
さらに、学長を始め執行部による基本戦略立案会議を置き、組織運営・教育研究を戦略的に行う

ために必要な企画、連絡、調整に関する協議を行っている。
役員会は適時、大学運営等の重要事項の審議を行い、適切・公正な意思決定の機会を確保してい

る。
学長、理事、副学長、学科長、系長等を構成員とし、教育・研究に関する重要事項を審議する

「教育研究評議会」を月１回開催している。
経営に関する重要事項を審議する「経営協議会」を年６回開催している。本協議会は、学長及び

理事３名・副学長１名の学内委員と大学に関し広くかつ高い見識を有する１０名の学外委員で構成
されており、本学の経営に関し、幅広い有識者の意見を取り入れる仕組みを持っている。
監事には、業務監査担当、会計監査担当の２名の専門家を学外から迎え、業務全般にわたる監査

を受けている。さらに監事は役員会、経営協議会、教育研究評議会等に陪席することに加え、平成
29年度から新たに学長選考会議に陪席し、大学運営に関わるより多くの情報を共有できる体制と
している。
監査体制については、監事、会計監査人、内部監査部署がそれぞれの監査計画を策定し、厳正か

つ適正な監査を実施している。
また、監事、会計監査人、本学執行部による「三者協議会」を開催し、それぞれの監査計画、監

査結果を報告し、協議することにより、情報の共有化を図っている。

監事 2人
（非常勤）

教育研究評議会
（25人）
学長、理事3人、副学長3人、
学科長2人、系長6人、技術部
長、事務局長（副学長）、教
授会構成員8人

経営協議会
（15人）
学内委員 5人
学外委員 10人

学長選考会議
（10人）
経営協議会委員 4人
教育研究評議会委員4人
議長が指名する理事2人

学長

理
事

理
事

理
事

役員会（4人）

事務局長
（副学長）

基本戦略立案会議（8人）

監査室

副学長 3人
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教育研究事業の推進
施設･設備の整備

本学の強み・特色である、寒冷地工学・エネルギーなど
の研究、地域での冬季スポーツの発展・定着と冬季ス
ポーツアスリートの競技力向上につながる研究、1次産業
の機械化及び雇用創出等の地域課題解決につながる研究、
地域の防災力向上に貢献する研究を重点的に行いました。

強み・特色のある研究分野に係るセンターへの学長裁量経費の配分

本学の強み・特色のある研究を推進するために設置した、環境・エネルギー研究推進センター、
冬季スポーツ科学研究推進センター、オホーツク農林水産工学連携研究推進センター及び地域
と歩む防災研究センターへ学長裁量経費の重点配分を行った。
そのなかでも、地域と歩む防災研究センターは、北見工業大学内の防災研究に活用できるリ
ソースを一元化した教育・研究を展開することで、積雪寒冷地域における防災力向上に貢献す
るための研究成果の社会還元を地域とともに行うことを目的として、令和元年5月に新たに設置
したセンターであり、同センターへは約1,600万円の配分を行い、開所式開催の際に大規模公開
実験を実施したり、むかわ町と北海道胆振東部地震の災害復興に関する包括連携協定を締結す
るなど、地域の防災力向上に貢献する研究の推進を図った。

財源：学長裁量経費：52百万円

情報処理センター改修工事の実施

老朽化した情報処理センターの改修工事を実施した。この改修工事により、本学の情報基盤並び
に3大学経営統合に向けた情報基盤の整備を図った。また、従前は独立した建物であった凍土工学
実験室を情報処理センターに集約化することにより、スペースの有効活用を図った。

財源：施設費、目的積立金、予備費：223百万円
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単位：百万円

令和元年度 平成30年度 増減 令和元年度 平成30年度 増減

資産の部 9,573 9,340 233 負債の部 2,705 2,599 106

土地 1,562 1,562 0 資産見返負債 1,726 1,726 0

建物･構築物 5,367 5,244 123 その他の固定負債 61 120 ▲59

機械装置･工具器具備品 412 488 ▲76 運営費交付金債務 80 56 24

図書 1,000 1,002 ▲2 その他の流動負債 838 697 141

その他の固定資産 29 36 ▲7 純資産の部 6,868 6,741 127

現金･預金 1,132 974 158 政府出資金 4,331 4,333 ▲2

その他の流動資産 71 34 37 その他の純資産 2,537 2,408 129

自己収入確保への取り組み
○これまでの外部資金、寄附金獲得増加に関する取組を継続実施した結果、第３期中期
目標期間における受入件数の平均値は、共同研究が107.5 件、奨学寄附金が88.7 件
と目標値（共同研究82 件以上、奨学寄附金61 件以上）を大きく上回った。

施設マネジメントに関する取組
○第２体育館２階トレーニングルームの照明設備のLED 化を実施した。これにより、年
間2,000KWh の電力消費が削減可能となった。

経営努力等

資産の状況

８

寄附金の獲得
平成28 年度に、経済的理由により修学が困難な学生に対し支援を行うため、新たに
「修学支援基金」を設置し、文部科学省より税額控除対象の寄附金として証明を受けた。
また、令和元年度からは創立60周年記念事業の一環及び新型コロナウイルス感染症拡大
に伴う学生への経済的支援として、この基金に対する募金を募り、令和２年9月30日現
在で募金額が40,123千円となり、基金受入総額としては44,615千円となっている。



令和元事業年度の損益報告 単位:百万円
（詳細は財務諸表をご覧ください）

経常利益

経常収益

受託研究、共同研究や寄
附などの外部資金による
収益基盤を充実させるこ
とで、大学運営をより一
層安定させることができ
ます。

経常費用

人材育成に直接関連する
教育経費については、人
件費や一般管理費を含む
他経費とのバランスに留
意しながら確保に努める
ことが重要です。

経 常 費 用 4,038

経 常 収 益 4,065

経 常 利 益 27

人件費

2,394研究経費

463

教育経費

496

一般管理費

332

教育研究支援経費

214

受託研究費

40

共同研究費

95

受託事業費等

2 支払利息

1
雑損

1

4,038
百万円

運営費交付金収益

2,312

授業料等収益

1,212

施設費収益

29

補助金収益

53

受託研究収益

45

共同研究収益

105

受託事業等収益

2
寄附金収益

67
資産見返負債戻入

155

受取利息

1
雑益

84

4,065
百万円
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主要財務データの経年比較

貸借対照表
（※１）預金の増加によるもの
（※１）未収入金の増加によるもの
（※２）未払金の増加によるもの
（※３）施設費に係る工事の増加による

資本剰余金の増加によるもの

前年度比差異の主要要因

損益計算書

（※４）情報処理センター改修工事により
教育研究支援経費の増加によるもの

（※５）退職手当の増加による人件費の増加
によるもの

（※６）共同研究受入額の増加によるもの
（※７）国立大学改革強化推進補助金交付額

の増加によるもの
（※８）施設費交付額の増加によるもの
（※９）目的積立金の執行によるもの

キャッシュ・フロー計算書

（※10）補助金等収入の増加によるもの
（※11）施設費による収入の増加によるもの

実施コスト計算書
（※12）業務費及び一般管理費の増加によるもの
（※13）引当外退職給付増加見積額の減少によるもの

１０

（単位：百万円）
項目 平成29年度 平成30年度 令和元年度 前年度比

貸借対照表

資産の部 9,706 9,340 9,573 233
固定資産 8,693 8,332 8,370 38
流動資産 1,013 1,008 1,203 195※１

負債の部 2,899 2,598 2,705 107
固定負債 1,992 1,845 1,787 ▲ 58
流動負債 907 753 918 165※２

純資産の部 6,806 6,741 6,868 127
資本金 4,333 4,333 4,331 ▲ 2
資本剰余金 2,152 1,940 2,067 127※３
利益剰余金 321 468 470 2

損益計算書

経常費用 4,032 3,849 4,038 189
教育経費 456 495 496 1
研究経費 508 444 463 19
教育研究支援経費 147 149 214 65※４
受託研究費 48 40 40 0
共同研究費 84 83 95 12
受託事業費等 － 1 2 1
人件費 2,499 2,344 2,394 50※５
一般管理費 288 291 332 41
その他 2 2 2 0

経常収益 4,160 3,998 4,065 67
運営費交付金収益 2,384 2,288 2,312 24
学納金収益 1,211 1,221 1,212 ▲ 9
受託研究収益 54 44 45 1
共同研究収益 92 90 105 15※６
受託事業等収益 － 1 2 1
寄附金収益 74 66 67 1
補助金等収益 56 36 53 17※７
施設費収益 36 8 29 21※８
その他 253 244 240 ▲ 4

臨時損失 1 3 3 0
臨時利益 1 1 5 4
目的積立金取崩額 － 7 41 34※９
当期総損益 128 154 70 ▲ 84

キャッシュ・フロー計算書

資金期首残高 742 946 969 23
業務活動によるキャッシュ・フロー 413 227 274 47※10
投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 138 ▲ 128 ▲ 50 78※11
財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 71 ▲ 76 ▲ 71 5
資金期末残高 946 969 1,122 153

国立大学法人等
業務実施コスト計算書

業務費用 2,456 2,299 2,469 170
損益計算書上の費用 4,032 3,852 4,041 189※12
（控除）自己収入等 ▲ 1,576 ▲ 1,553 ▲ 1,572 ▲ 19

その他 233 386 320 ▲ 66※13
国立大学法人等業務実施コスト 2,689 2,685 2,789 104

経常費用の詳細は別紙「経常
費用分析」参照



予算執行額比較

前年度比差異の主要要因

（※１）教員及び職員退職手当、補助金及び外部資金を財源とした雇用の増加に
よるもの

（※２）国立大学改革強化推進補助金自己負担分、強み・特色のある研究分野を
推進するための経費の増加によるもの

（※３）事業期間終了に伴う機能強化経費配分額の減少によるもの
（※４）H30は事業の繰越に伴い経費の執行がなかったことによるもの
（※５）電気料等の中央経費、事務局事業の増加によるもの
（※６）キャリアアップ支援センター設置準備費用、情報処理センター改修工事

への支出によるもの

１１

（単位：百万円）

事項 H30予算額
（補正後）

R1予算額
（補正後）

H30執行額
①

R1執行額
②

執行額前年度比
②-①

一般人件費 2,317 2,347 2,263 2,309 46※１
教育研究支援人件費 39 32 28 30 2

教育研究費 162 167 154 160 6

学長裁量経費 130 161 126 161 35※２
附属施設等運営費 72 69 72 68 ▲ 4

施設設備整備・維持費 127 108 109 106 ▲ 3

機能強化経費 123 94 123 94 ▲ 29※３
学長リーダーシップ発揮経費 13 13 0 13 13※４
学内ワークスタディ実施経費 1 1 1 1 0

共通管理運営費 480 510 467 492 25※５
予備費 38 64 38 64 26※６

合 計 3,502 3,566 3,381 3,498 117
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用 語 説 明 
◆国立大学法人においては、説明責任をより適切に果たすという観点とともに、各法人における特色ある発展に向け

ての検討に寄与するという観点から、教育、研究等の目的別分類により表示したうえで、さらに形態別分類により内

訳を表示することとされている。区分及び対象経費等は以下のとおりである。 

区 分 対 象 経 費 

業 
 

務 
 

費 

教育経費 

国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要する経費を対象とする。具体

的には、入学試験、正課教育、特別授業、進学（就職）準備、入卒業式等、補習及び個別

指導教育、学生納付金免除、学生に対する保健サービス、課外活動、教育目的の附属施設、

公開講座等に要する経費をいう。ただし、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、

受託事業費等、役員人件費、教員人件費、職員人件費及び一般管理費に属するものは除く。 

研究経費 

国立大学法人等の業務として行われる研究に要する経費を対象とする。ただし、診療経費、

教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、役員人件費、教員人件費、

職員人件費及び一般管理費に属するものは除く。 

教育研究 

支援経費 

附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究

の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利

用するものの運営に要する経費を対象とする。ただし、教育経費、研究経費、受託研究費、

共同研究費、受託事業費等、役員人件費、教員人件費、職員人件費及び一般管理費に属す

るものは除く。 

受
託
研
究
費
等 

受 託 研

究費 

受託研究の実施に要する経費を対象とする。ただし、当該受託研究費により支弁される給

与等を含む。 

共 同 研

究費 

共同研究の実施に要する経費を対象とする。ただし、当該共同研究費により支弁される給

与等を含む。 

受託事業費等 
受託事業及び共同事業の実施に要する経費を対象とする。ただし、当該受託事業費等によ

り支弁される給与等を含む。 

人
件
費 

役員 

人件費 

国立大学法人等において役員に対し支払われる報酬、賞与、退職給付又はこれに類する経

費を対象とする。 

教員 

人件費 

国立大学法人等において教員に対し支払われる給与、賞与、諸手当、退職給付又はこれに

類する経費を対象とし、役員人件費は含まない。ただし、受託研究費、共同研究費及び受

託事業費等に属するものは除く。（※） 

職員 

人件費 

国立大学法人等において役員及び教員を除く一切の者に対し支払われる給与、賞与、諸手

当、退職給付又はこれに類する経費を対象とする。ただし、受託研究費、共同研究費及び

受託事業費等に属するものは除く。（※１） 

一般管理費 

国立大学法人等全体の管理運営を行うために要する経費を対象とする。次の各号に該当す

ることが明らかな経費は、これを一般管理費とする。 

①役員会、経営協議会及び教育研究評議会のために要する経費 

②総務、人事、財務、経理その他これに準ずる業務に要する経費 

③教職員の福利厚生に要する経費 

④学生募集に要する経費 

⑤教育研究診療活動以外に供する施設、設備の修繕、維持、保全に要する経費。その他、

他の区分に属さない業務経費は本区分に属することとする。（※２） 



（※１）教員人件費及び職員人件費の対象者は、法人に雇用される一切の者であり、受託研究費、共同研究費及び受託

事業費等に属するものを除き、常勤職員、非常勤職員、パート、アルバイト等の雇用形態を問わない。また、社会保険

料、雇用保険料等の事業主負担分も含まれる。なお、役員について、役員人件費以外に人件費が支払われ、役員人件費

と区分が可能な場合は、当該区分に計上することとしている。 

（※２）学生部、教務部及び留学生部等学生に対し直接サービスの提供を行い管理業務を従として行う（おおむね３割

未満）部署における費用は、教育経費として処理することができる。また、産学連携に係る業務、競争的研究資金等の

獲得、及び地域貢献に係る業務の費用は一般管理費に含まない。 

 

 

 

◆大学における人件費を除く業務費及び一般管理費は、前記における定義等による区分を原則とするが、これによる

区分が困難である場合は、下記の例示を踏まえ、当該業務が実施される場所を基に区分している。業務が実施される

場所の判断にあたっては、当該場所（部屋等）の主たる使用目的によることとし、複数の使用目的をもって設置され

た場所については、主たる使用目的により区分する。本学においては、光熱水料及びごみ処理費について床面積によ

り使用経費を按分している。 

区 分 場 所 （例 示） 

業 

務 

費 

教育経費 

講義室等（講義室、演習室、一般教室、ゼミ室、普通教室）、学生実験室等（実験実習室、製図

室、学生自習室、ものづくりセンター）、国際交流会館、学生寮、大学会館等（食堂、学生サー

クル棟）、保健管理センター、課外活動施設等 

研究経費 教員研究室、教員実験室、研究目的附属施設 

教育研究 

支援経費 
図書館、技術部、情報処理センター 

一般管理費 

管理部（学長室、役員室、監事室、事務局長室、一般事務室、会議室、倉庫、教職員宿舎、エレ

ベーター機械室、受変電機器室、ポンプ室、冷暖房機械室等の設備室）、その他共用部分（便所、

洗面所、廊下、渡り廊下、階段、玄関、講堂等の共用部分） 

 

＊以上、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成３１年１月３１日最終

改訂）より抜粋 



　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

●令和元年度の業務費全体額は、前年度比で147百万円増加している
　→退職手当の増加等による人件費の増加50百万円、研究に係る修繕費,業務委託費等の増加による研究
経費の増加20百万円、情報処理センター改修工事等による教育研究支援経費の増加65百万円、受託研究
費等の増加12百万円などによるもの
●情報処理センター改修工事により教育研究支援経費が大幅に増加している

業務費
下のグラフは、財務諸表における業務費の全てを構成する人件費、教育経費、研究経費、教育研究
支援経費及び受託研究費等を積み上げたものであり、それぞれの経費が業務費の中でどの程度を占
めているかを示したものである。

分析結果
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　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

退職手当を除いた人件費及び人件費率（参考）
下のグラフは、業務費の構成要素の一つである人件費の状況を示したものである。
大学の本来業務である教育研究活動に係る経費を確保するためにも、人件費を低く抑えることが望
ましいが、国立大学法人の教育研究の基盤は人的資産であることには留意する必要がある。
なお、下表は退職手当を除いた人件費のみで作成している。

分析結果
●平成24～25年度に給与改定臨時特例法による給与減額措置の影響により人件費が低く抑え
られていたため、第2期の平均が低くなっている
●令和元年度の人件費は前年度比で、12百万円増加している
　→主な要因は、補助金による常勤職員人件費が8百万円増加、再雇用職員人件費が3百万円増
加、常勤教員の人件費が2百万円減少、外部資金により雇用した非常勤職員人件費が2百万円増
加、学長裁量経費により雇用した非常勤職員人件費が1百万円増加
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　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

学生当教育経費及び教育経費
下のグラフは、学生一人当りの教育経費を示したものである。
教育活動に係る直接的な経費がどの程度計上されているかを表しており、数値が高いほど教育資源
の投入による充実した教育活動が実施されているといえる。
また、一人当りの数値であることから他大学との比較にも適している。

分析結果
●法人化当初から学生当教育経費・教育経費ともに増加傾向にある。
●主な要因は文部科学省からの予算措置により授業料免除などの充実が図られたため（=奨学
費の増加）。
　また、平成29年度には学生当教育研究経費配分額の増額見直しを行い、教育業務の充実を
図った結果、29年度以降は教育経費、学生当教育経費ともに数値が上昇している。
　→継続して教育業務の充実が図られてきたといえる。
●令和元年度は教育経費、学生当教育経費ともに前年度比ほぼ同額で推移している。
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　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

教員当研究経費及び研究経費
下のグラフは、教員一人当りの研究経費を示したものである。
研究に係る直接的な経費がどの程度計上されているかを表しており、数値が高いほど研究活動を支
える経済支援が充実しているといえる。
また、一人当りの数値であることから他大学との比較にも適している。

分析結果
●令和元年度は前年度比で教員当研究経費・研究経費ともに増加している
　→主な要因は、オホーツク地域創生研究パーク等の修繕により修繕費が増加、冷凍機設備整
備業務や産業廃棄物処理により業務委託費が増加したことによるもの
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　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

教育研究支援経費及び教育研究支援経費比率
下のグラフは、業務費の構成要素の一つである教育研究支援経費の状況を示したものである。
大学の本来業務である教育研究活動を支援するために要する経費であり、具体的には教育研究に全
学共通で活用している図書館や情報処理センターなどに係るものが挙げられる。
一般的には、この経費割合が多いほど教育研究全般に係る大学の活動性が高いといえる。

分析結果
●令和元年度は前年度比で教育研究支援経費・教育研究支援経費比率ともに増加している
　→主な要因は、情報処理センター改修工事により修繕費及び業務委託費が増加、認証統合型
キャンパスネットワークシステムリースの保守費分により保守費が増加したことによるもの
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※ 教育研究支援経費比率 ＝ 教育研究支援経費 ÷ 業務費



　　　　　注）H16-21は第１期、H22-27は第２期の平均値を示したもの。

下のグラフは、一般管理費の状況を示したものである。
一般管理費は大学の管理運営業務に係る経費であり、教育や研究の用途として明確に区分できない
建物等の維持管理や減価償却に係る経費に加え、事務的経費などがこれにあたる。
業務費を確保する観点から、一般管理費の節減が望まれる。

分析結果

一般管理費及び一般管理費比率

●一般管理費・一般管理費率ともに、第3期以降は増加傾向にある
●令和元年度は一般管理費・一般管理費比率ともに増加している
　→主な要因は、施設費による道路設備及び電気設備工事により修繕費が増加、三大学経営統合に係るコ
ンサルティング業務委託により業務委託費が増加したことによるもの
●今後も引き続き、管理的経費削減への取組を継続していく
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